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出典：厚生労働省平成27年版少子化社会対策白書

日本の人口構造の推移と見通し

• 2010年の1億2,806万人から長期的に減少傾向。
• 2030年の1億1,662万人を経て、2048年には1億人を割って9,913万人となり、50年後の2060年には8,674

万人になることが見込まれている。



4世界の人口推移（2015年⇒2040年）

出典：自治体戦略2040構想研究会（第1回）事務局提出資料

• 世界の人口はアジア、アフリカを中心に18.3億
人増加。73.8億人から92.1憶人へ。

• アジア全体では人口は増加するが、中国は
人口減少に転じ、人口最大の国はインドに。





6市町村の将来の人口増減

出典：自治体戦略2040構想研究会（第1回）事務局提出資料

• 人口規模が小さい市区町村ほど65歳以上人口割合、75歳以上人口割合が高い。
• 2040年の都市部の高齢者の割合は、一万人未満の市町村の現在の高齢者割合水準に。



7労働力人口の減少

出典：国土交通省H26国土審議会第2回計画部会資料

• 全国の労働力人口※は、1998年に既にピーク（6,793万人）を越えており、長期的に減少傾向。
• 各地域の労働力人口の推移を比較すると、南関東のみ増加傾向だが、その他の地域は近年減少傾向。特に東

北、 北陸、中国、四国地域でその傾向が大。
※ 満15歳以上で労働する意思と能力を持った人の数







10インフラ・公共施設の老朽化

出典：国土交通省WEBページhttp://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/maintenance/02research/02_01.html

• 我が国の社会資本ストックは高度経済成長期に集中的に整備され、今後急速に老朽化することが懸念されている。
• 高度成長期以降に整備された道路橋、トンネル、河川、下水道、港湾等について、今後20年で建設後50年以

上経過する施設の割合が加速度的に高くなる。

建設後50年以上経過する社会資本の割合









14世界の食糧需給見通し

• 世界の総人口は、2050年には 92億人に達する。
• 92億人を養うためには、食料生産全体を1.55倍引き上げる必要がある。
• このうち、穀物は、29.3億トンとなり、1.65倍の生産増加が必要となる。
• 開発途上国の食料需要は、人口増加や経済発展を背景に2.06倍に増大する。

出典：農林水産省「 ２０５０年における世界の食料需給見通し」（平成24年6月）
http://www.maff.go.jp/j/zyukyu/jki/j_zyukyu_mitosi/pdf/base_line_bunseki.pdf
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17労働生産性の国際比較

・2016年の就業者１人当たり日本の労働生産性は、81,777ドル(834万円／購買力平価(PPP)換算)
・順位はOECD加盟35カ国中21位。主要先進７カ国の中では最下位

OECD加盟諸国の就業者１人当たり労働生産性（2016年／35か国比較）

（出典）公益財団法人 日本生産性本部 「労働生産性の国際比較 2017 年版」
※購買力平価（ＰＰＰ）はＯＥＣＤや世界銀行で発表されており、ＯＥＣＤの2016年
の円ドル換算レ－トは1ドル=102.037円





19我が国の科学技術関係予算の推移
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① ICTの進展

③ SDGsの達成への貢献

(2) 2030年代に向けたICTの研究開発等の在り方
（重点的・戦略的に実施すべき領域、推進方策等）

② ICTの社会実装の加速化

【検討項目案】
• 国際競争力の観点からの研究開発における我が国の強み・弱

み
• 国が重点的・戦略的に取り組むべき分野
• 企業、大学、国、公的研究機関が担う役割や連携の在り方
• オープンイノベーションを促進するための研究開発環境の在り方
• 次世代を担う人材の育成・確保方策 等

【検討項目案】
• 技術革新が一層加速する中、いち早く研究開発成果の社

会実装を実現するための方策
• 国研や大学が有する研究開発成果の社会実装を加速化

するための方策
• 地域の抱える課題の解決に向けた社会実装における国の

役割（例えば、地域のニーズを的確に吸い上げて研究開
発にフィードバックし、更にその成果を広く展開するためには、
どのような仕組みが必要か）

• 研究開発成果が世界で実装され、市場を獲得するための
国際連携、国際標準化戦略の在り方 等

【検討項目案】
• AI、自然言語処理、IoT等の本格的な利用はどのような社会を

もたらすか（Society5.0）
• 量子通信、脳情報通信等の新たなICTはどのように進展するか、

これらは社会・経済の発展や課題の解決にどう繋がるか
• この他、新たなICTは経済・社会・暮らしをどのように変え、どのよ

うな影響を与えるか 等

【検討項目案】
• SDGsに貢献できるICTを活用したサービス、ソリューション

等

(1) 新たなICTによる経済・社会・暮らしへの影響

技術戦略WG第１回会合における論点例
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